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収益認識基準の適用時点
清 水 茂 良
Ⅰ は じ め に
損益計算において，基本的には収益については実現主義，費用については発
生主義が適用されて損益が算定されることになっている。これらの会計基準が
適用される時点は一体どの時点なのであろうか。実現主義とは通常販売基準と
しても説明されているのであるが，この場合，これらの基準が適用されるのは
期中なのか決算時なのかということについては，明確になっているとは言い難
い。
というのは，期中の取引の記録において，例えば，
現 金 ×× 売 上 ××
という記帳処理が行われた場合，販売という事実によって利益を計算するため
のデータを得ているということから，これを実現主義の適用であると考えられ
るものであろうか。もしこれを実現主義の適用であるとすると，
現 金 ×× 商 品 ××
という記帳処理も実現主義の適用なのかどうか。このような記帳処理も実現主
義の適用であるとすれば，実現主義の考え方は第一次大戦以前にはみられな
かったとされているが，パチオリの時代から実現主義は存在したということに
なってしまうのではないかという疑問がわく。
このことは，期間損益計算のどの段階で実現主義が適用されるのかという問
題でもあるように思われる。というのは，期間損益計算において，どのような
ものを収益とし，どのようなものを費用としてとりあげるかという場合，簿記
によって集められたデータはどのように利用されているのだろうか。そのまま
利用されているのか，それとも期間損益計算に適合するよう加工されているの
だろうか。実現主義や発生主義という会計の基準は，この加工の段階で機能し
ているものではなかろうかということである。このことは実現主義だけでな
く，発生主義についても検討する必要があるが，この論文では Sprague，
Hatfield，Patonと Stevensonの三つの例を取り上げて実現主義が適用される時
点と言うことについて考察していく。
 商品販売に関する記帳例
Spragueによれば，商品の売買に関しては次のように説明している。商品は
ある値段（原価）で購入され，それ以上の値段で売られるためのものである。
売価は仕入原価と利益の部分からなる。従って，全ての商品の販売には，貸方
において資産に関する部分と販売益に関する部分の仕訳が行われる。１）しかしな
がら，大規模な企業においては，全ての販売取引をこの二つの部分に分解する
ことは実務的とはいえない。そこで，通常は売価で貸方記入される。その結果，
商品を扱う商品勘定は，借方が仕入原価，貸方が売価で記入され，商品勘定は
混合勘定となってしまう。その結果，現代の慣習では，商品勘定は，商品，仕
入，売上の三つの勘定に分割されることが行われていると説明している。２）つま
り，商品の販売は売上勘定に記録される。
しかしながら，現在の会計処理と同じく，販売の事実は売上勘定へ計上され
るのであるが，実現に関しての説明は Spragueにはみられない。
次に Hatfieldは，商品を販売した時の記帳に関してどのような説明をしてい
るのだろうか。彼は商品売買に関する仕訳の説明はしていない。ただ，複式簿
記の原理について説明するところで，商品１００ドルを購入し，そのうちの半分
を７５ドルで販売した場合，商品貸方５０ドル，損益貸方２５ドルという記入で
１）C. E. Sprague, The Phylosophy of Accounts, Publisht by THE AUTHER,１９０８, p.１５５.
２）Ibid., p.１５６.
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はなく，７５ドル全額が商品勘定に記入されるという説明がなされている。そ
して，この商品勘定に売れ残った商品の金額を貸方に記入し，商品勘定の貸借
差額を算定しそれが実現した利益（realized profit）に一致することになると説
明している。３）つまり分記法ではなく，総記法による説明がある。
また，実現主義がどのようなものであるのかということについての記述はな
い。しかし，実現主義は未実現利益の排除ということと関連するので，彼のい
う資産評価についてどのように考えていたかということを考察することによっ
て，Hatfieldと実現主義との関連を探ってみよう。Hatfieldは資産の評価原則と
して「継続企業」（going concern）としての所有主に対する資産の価値を基礎
にすべきことを述べている。しかし，流動資産と固定資産についてはその評価
の基準は違うものであることが認識されるようになってきていると述べてい
る。固定資産については，価値の低下があっても原価で評価することが合理的
であるとしている。４）これに対して，流動資産については，市場価値が取得原価
を超過する場合には，市場価値によって評価することは多少疑問があるが，現
在価値は考慮すべきであるとしている。また，一般的な慣行では，商品の評価
は原価によるものとしているが，棚卸に際して，誠意と偏見のない判断に基づ
いて行われるならば，原価の代わりに市場価額を採用することは，反対される
べきことではなく，むしろ推奨されるべきであると説明している。５）
しかしながら，「配当を未実現利益に基づいて行うのは正しいことではな
く，実際のところ，未実現の利得は利益ではなく，利益の可能性があるにすぎ
ない」ということが理解されるようになるであろう。６）とか，ひとたび取引が完
了すれば，利益は実現するとも述べていることから，取得原価ではなく市場価
値による評価については積極的であるとは言いがたいが，厳格な意味では実現
主義の適用を考えていたとも思われない。
３）H. R. Hatfield, Modern Accounting ,１９１０, p.２３.
４）Ibid., pp.８１～８２.
５）Ibid., p.１０１.
６）Ibid., p.２２７.
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つまり，Hatfieldは利益の実現ということに関して無関心ではなかったとい
えるが，これが売上勘定に関する説明と結びつけて説明されているわけではな
い。
最後に，Patonと Stevensonは商品の販売に関して，どのような処理法を説
明しているのだろうか。小売業において時々利用される商品勘定は，資産，費
用，収益を含む混合勘定である７）とか，商品勘定の締切という説明がある。８）し
かし，企業活動によって生ずる持分の積極的な面が収益（revenue）である。
収益は製品の販売，より正確には最終の製品に具体化された所有主のサービス
を販売することによってもたらされる持分の増加を表している。この場合の会
社の製品が商品であれサービスであれ，それらの販売が収益を生み出す９）とし
て，商品の販売が収益をもたらすことを明らかにしている。さらに，完成品が
５００ドルで売却され現金を受け取った場合の仕訳として，（借方）現金 ５００
（貸方）収益 ５００ という仕訳が行われると説明している。そして，実務に
おいては，収益勘定（Revenue account）は売上勘定（Sales account）と呼ばれ
ている，との説明があるところから，商品の販売には売上勘定の利用を考えて
いたといえる。１０）
とするならば，時価主義的な考え方を説く場合でも，商品を販売した時，収
益勘定による記入が行われていたことになる。
Patonと Stevensonも実現主義についての説明はないので，資産評価の考え
方について考察してみる。会計に関係している全ての人は，会計というものが
単なる実際の取引の記録以上のものでなければならないということに同意して
おり，さらにある特定期間の利益の算定のためには，全ての期間費用が収益に
対して負担させられなければならないということにも同意している。減価償却
は会計記録のための適切な項目であるばかりでなく，記録されなければならな
７）W. A. Paton, R. A. Stevenson, Principles of Accounting ,１９１８, p.５２.
８）Ibid., pp.１６７～１７４.
９）Ibid., p.３９.
１０）Ibid., p.７０.
９６ 松山大学論集 第１９巻 第２号
いと主張されている。資本の維持ということは，ただ単に所有している財産の
数にだけ依存しているわけではない。いかなる場合にも，投資ということは経
済的な事実である。そして，その投資されている資産が accrual basisによって
評価されないならば，投資における持分は間違って表示されることとなるだろ
う。他方，資産価値の増加に対する評価（appreciation）に関しては，そのよう
な増加の事実が実際の仕入や売上において会計事実として現れる場合を除い
て，反対意見が多い。
評価益を計上する会計実務に反対する多くの意見の開陳は，一見したところ
大いなる理由があると考えられ，それ故に評価益を計上することを支持する意
見は最初から問題にならないという証拠を提出しているようにみえるかもしれ
ない。しかし，これは妥当な結論とは思えない。少数意見が正しいということ
だってあり得る。固定資産に発生した減価を費用として認識することの合法性
に関する１５年あるいは２０年前の会計や法律のまじめな議論を思い出していた
だきたい。実際上，営業費が現金支出と意味上の点からも数値的にも一致しな
いという認識に達するまでには時間がかかった。しかし，今では会計担当者や
法律家，各種委員会は減価償却費は，営業費として帳簿に記載すべしという意
見でほぼ一致している。したがって，評価益を認識することに対する反対意見
に異議を唱えることは意味のあることだと考える１１）と Patonと Stevensonは述
べている。
このような説明から明らかになることは，収益の認識計上が売上勘定になさ
れてはいるが，他方で，評価益の計上について反対する当時の一般的意見に反
対を表明していることから，商品売買の事実の記帳が実現主義の適用とは別の
ことであるということが明らかになる。
１１）Ibid., p.１６７.
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 実現主義について
Sprague，Hatfield，Patonと Stevensonにおける商品販売に関する記帳と実現
主義の関連性を検討する前に，実現主義について簡単にみていくことにする。
実現主義とは，「期間収益を認識（記録）する際に「実現」を要件とすること
をいう。ここで実現とは，『企業の財もしくはサービスが販売を通じて企業
の外部に流出し，その対価として現金もしくは現金等価物を獲得するに至っ
た状態』を指すものと今日では理解されている」。１２）
アメリカの実務を規制する基準・ステートメントに示された実現概念は，い
わば伝統的な，原価主義会計を支える実現主義における実現概念として一貫し
ている。
このような伝統的実現概念については，これまで多くの人びとによってその
概念の整理が行われてきたが，それは，次の３つの要件としてまとめることが
できる。すなわち，当該企業が一方の当事者である市場取引が行われている
こと，顧客に対して製品等の引き渡しが行われていること，対価として流
動的な資産（直ちに，または短期間のうちに支払手段となりうる資産）を取得
していること，である。
そして，このような実現概念に基づく実現主義が，何故収益の原則的な認識
基準とされたのかという点に関して，「上記の実現の要件を充たすことによっ
て，収益の稼得およびその金額が確実になることと，収益の資金的裏付けが得
られて利益の処分可能性が保証されることの２点であろう」１３）とされている。
企業所得に関する研究グループによれば，このような実現主義の考え方は，
大体第一次大戦以前には認められてはいなかった。１４）当時は，１９１１年のMoulton
１２）会計学事典第４版，森田哲爾，岡本清，中村忠編著，４９２頁。
１３）森田哲爾稿，「企業会計原則における収益（利益）認識基準の検討－実現主義の観点か
ら」企業会計第４２巻第１号，１９頁。
１４）AIA, Study Group on Business Income, Changing Concept of Business Income, p.２１, 渡邉
進，上村久雄共訳，企業所得の研究－変貌する企業所得概念，３９～４０頁。
９８ 松山大学論集 第１９巻 第２号
判事の「利益は通常１年の期首と期末における企業の状態の比較ということを
意味している。その基本的意味は，その年度にえられた利得の額である。この
額は二時点間の資産の比較によって確認できるものである」という判決にみら
れるように，純財産増加説が支配的であった。１５）
しかしながら，１８６１年に可決された南北戦争税法（Civil War income tax）
では，現金収入と現金支出の比較によって算定された所得に課税された。すな
わち，純財産増加説から離脱した，より新しく実際的な考え方が現れてきてい
る。１６）そして，１８７６年の U. S V Schillinger事件で，「法律上なんらかの反対の特
別の規定がない限り，所得は貨幣を意味するものと理解されなければならな
い。貨幣を受け取る期待または将来貨幣を受け取る権利を意味すると理解して
はならない」１７）との判決が下された。所得税法において，value approachから
receipt approachへと大きく変わり，１９０９年の Excise Taxでは，事業を営む特
権に免許税を課すことにし，現金収入と現金支出の対応により所得税が算定さ
れる現金主義が採用されることとなった。しかし，これは多くの会計士達に
よって批判され，厳格な現金主義の適用はなくなったが，発生主義の採用には
まだ何年かを必要とした。１８）
この法律のもとで，１９１３年の Stratton Independence V. Howbert事件と Doyle
V. Mitchell Brothers Co.事件に関する判決が出されている。前者では，所得を
「資本，労働もしくは両者の結合したものから得られる利得」とし，後者では
「基本財産もしくは資本とは全く別の課税対象もしくは課税標準としてのある
ものを意味し，もっと適切にいえば，法人の活動から生じる利得または増加の
概念を意味している」１９）と説明している。
１５）Ibid., p.２４, 前掲訳，４４頁。
１６）F. W. Windal, “Legal Background for the Accounting Concept of Realization”, The
Accounting Review, Jan.１９６３, p.２９.
１７）Ibid., p.３０.
１８）Ibid., p.３０.
１９）Ibid., p.３１.
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１９１３年には第１６回憲法改正案が可決された。これにより議会は州間の割り
当てを行うことなく所得税を課する権利を得た。この法律のもとで高裁に上提
されたのは，１９１９年の Town V. Eisner事件があり，「所得は別段の定めがない
限り現金およびその等価物を意味する。それは，無体財産もしくは財産価値の
未実現の増加を意味するものではない」２０）との見解が出された。さらに１９１４
年の Treasury Decision２０９０では，販売が実現の十分なテストであると述べ，
１９１８年の Revenue Actでは，確実な受取勘定の所有が所得認識の証拠となるこ
とが確認された。２１）１９２０年の Eisner V. Macomber事件では，Stratton Independence
V. Howbent事件，Doyle V. Mitchell Brothers Co.事件および Town V. Eisner事
件での所得概念を確認し，「所得は実現したものでなければならないというこ
とが所得の本質である。もちろん所得は分離かつ実現するものを意味する」２２）
という見解が明らかにされた。
またこれに関連する原価主義の原則（cost plinciple）も認められたドクトリ
ンの一部とはなっていなかったのであるが，所得認定上，「実現」基準が「純
財産増加」基準にとって代わったことにより，「伝統的な原価主義原則」の樹
立に役立った，としている。２３）
 販売事実の記録と実現主義
さて，先に挙げた三つの例にみられる商品販売の説明において，財又は役務
の提供という事実がみられる。また，相手勘定である借方が何かについての説
明は，Patonと Stevensonでは現金があげられているが，Spragueの場合は，仕
訳はみられない。また，商品勘定においても相手勘定の記入はない。Hatfield
の場合も仕訳も商品勘定の例示もない。しかし，通常の販売においては現金お
よび現金等価物以外のものを受け取るということは余り考えられないことか
２０）Ibid., p.３１.
２１）Ibid., p.３１.
２２）Ibid., p.３２.
２３）AIA, op. cit ., p.２７, 渡邉，上村前掲訳，５０頁。
１００ 松山大学論集 第１９巻 第２号
ら，いずれの例も販売事実の記録は，実現主義の適用であると考えることもで
きる。実現の要件を充たしているのであるから実現主義が適用されているよう
にも思われるのであるが，何の疑問も持たずそれを認めることはためらわれ
る。それにためらいを感じるのはどのような理由によるのであろうか。
商品を販売した場合の仕訳は，借方が現金または現金等価物，貸方は商品あ
るいは売上ということになろう。この仕訳だけをみるならば，実現主義の要件
を充たしているといえるであろう。けれども，実現主義が受け入れられてきた
歴史をみると，現金収支の比較計算という損益法を基盤としているということ
がわかる。ところが，Spragueは「貸借対照表は全ての会計実務の土台と考え
られ，勘定の出発点であり終点でもあると考えられるであろう。所有主の貸借
対照表は，一定時点のある個人のあるいは個人の集合体の富を構成する全ての
要素をまとめ上げたものである」。２４）営業努力の目的は，富の増加，すなわち所
有主持分の増加にあり，所有主勘定の目的は，富の増加について，成功したか
失敗したかを知ることであり，将来の営業活動を決めるための原因分析をする
ためである。営業活動より生じた富の増加あるいは減少は，直接所有主勘定に
記入せず，商品売買益，割引料，給料，費用勘定などの補助的勘定に記入され
る，２５）として，資本主のための会計を説いている。
この点について，中野教授は，Spragueは，資本主主体の論理的視角から，
資本主持分の確定計算を担う財務諸表としての貸借対照表を論理構造の機軸に
すえたアプローチにより簿記論の内容を整理し体系化している。そして，計算
目的である資本計算に関しては，実質的な意味で価値評価については説かず，
期間損益計算の観点から発生主義による原価配分的な処理を教示している，と
されている。２６）
このようなことから，Spragueによる商品販売に関する売上の記帳は，単純
２４）Sprague, op., cit . p.２６.
２５）Ibid., p.５９.
２６）中野常男，「会計理論生成史」２８１頁。
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にいわゆる実現主義の考え方によるものと判断する訳にはいかないであろう。
それでは Hatfieldの場合はどうであろうか。流動資産については，市場価値
が取得原価を超過する場合には，市場価値によって評価することは多少疑問を
もちながら，現在価値は考慮すべきであるとしている。２７）一方では，「配当を未
実現利益に基づいて行うのは正しいことではなく，実際のところ，未実現の利
得は利益ではなく，利益の可能性があるにすぎない」２８）ということが理解され
るようになるであろう，とか，ひとたび取引が完了すれば，利益は実現すると
も述べていることから，実現主義についての言及はあるが，売上勘定の利用に
ついての説明はない。このような説明から判断して，Hatfieldは利益の実現と
いうことに関して無関心ではなかったといえるが，これが売上勘定に関する説
明と結びつけて説明されているわけではない。つまり，売上という勘定の記入
と実現主義とは直接的には結びついていないのである。
Patonと Stevensonの例では，商品の販売によって売上勘定への記入が行わ
れるのであるが，商品の評価益も損益計算の中に組み込まれることになる。と
すれば，このやり方による損益計算は，未実現の利益も算入されることにな
り，仕訳の段階で利益は販売という事実を伴ったものに限るとの制限が意味を
なさない。したがって，期間損益計算においてどのような利益概念を採用する
のかという点から判断すると，実現主義を適用したものではないということが
できる。
以上のような考察によって，
 実現主義の明確な説明がなくても売上勘定への記入が行われている。
 萌芽的なものではあるが実現主義についての説明があっても，売上勘
定への記入はない。
 実現主義とは反対の考え方であっても，売上勘定への記入が行われて
いる。
２７）Hatfield. op. cit ., pp.８１～８２.
２８）Ibid., p.２２７.
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という例がみられた。このようなことがみられるということは，次のようなこ
とが考えられるのではないだろうか。すなわち，古くから色々な取引が簿記に
よるルールによって記録されてきた。その一つに商品の販売ということがあっ
たということである。すなわち，会計の認識基準の発展の影響を受けて，簿記
処理にも変化がみられるようになったということではないということがいえる
であろう。これは，伝統的な実現主義の考え方があれば売上という勘定への記
入が行われるというものではなく，実現主義の存在とは無関係に売上勘定への
記入が行われたということである。つまり，簿記処理と会計基準との直接的な
関係はなかったということである。
 簿 記 と 会 計
これについては Patonと Stevensonが興味ある説明を行っている。それによ
れば，次のように説明されている。ある一定期間の会計上の取引は広い意味で
２つのクラスに分類できる。それは，商品の売買や他の企業への引き渡しや
交換，費用や収益の調整（accruals of cost and income）である。第１の分類
に属す取引の記帳だけでは，本当に重要な会計報告はできないであろう。試算
表はそのような情報だけから作成されるものに過ぎない。これまで説明してき
たとおり，試算表に現れるほとんど全ての数値が期間費用と期間収益の正確な
報告（an accurate statement of expense and revenue），そして，企業の財政状況
を表す証拠としてであるために調整される必要がある。すなわち，一定期間の
企業活動の資料を合理的な発生基準（rational accrual basis）によって分類し解
釈することが会計の役割である。２９）というように，簿記における仕訳によって
得られたデータがそのまま利益計算に用いられる訳ではない。つまり，損益計
算における最終的な利益を決定しているものは発生主義であるとされている。
Patonと Stevensonの考え方にみられるように，時価評価による評価益も期間
２９）Paton, Stevenson, op. cit ., pp.４５３～４５５.
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損益計算に取り入れられることになるのを考えれば，彼らの主張は理解でき
る。すなわち，Patonと Stevensonのいう処理は，簿記で得られたデータに会
計の認識基準による修正が施されることになる。
ところで，簿記と会計の関係について，Littletonは同じような説明をしてい
る。会計組織の作用は２つの大きな過程に分かれる。第一の過程においては，
取引事象を借方（debits）貸方（credits）の勘定に転換する。この第一段階におけ
る〔分類を行うための〕識別および分類を行う過程は，簿記機構（bookkeeping
mechanism）（商業書類，記録帳簿，元帳勘定）および簿記法則（bookkeeping
rules）（機構の利用法に関する指示）の利用をもたらす。
第二の作用過程は，第一次分類の結果得られた資料を，改訂するための法則
と関係あるものである。これは再分類の過程であり，これが特別に有用である
のは，会計事実を相隣接する会計期間に区分することからえられる。この過程
は，期間的修正と勘定の締切を容易にするために，相隣接する会計期間を明
確に区分し，原価を計算する目的のために異なる生産活動を明確に区分す
る，という二つの目的のために，会計事実を再吟味し，再分類する過程であ
る。３０）このことは，要するに，簿記で収集されたデータは期間損益計算のため
に修正されることが述べられているものと考えられる。
簿記から会計へと発展する段階は，Edwardによれば，初期の段階では取引
の単なる記録（record keeping）があり，次にはあらかじめ決められたやり方
によって取引を分析・分類・記録することによって成立する簿記の段階，最終
的な段階で，財務的な要約を精緻化し統制機能を付け加えた簿記としての会計
があるという。３１）Edwardによれば，１５世紀には簿記のシステムが十分に出来上
がってはいたが，多くの場合残高試算表までで終わっていたといわれる。３２）こ
３０）A. C. Littleton, Structure of Accounting, P.３６. A. C.リトルトン，会計理論の構造，大塚俊
郎訳，５３－５４頁。
３１）J. D. Edward, “Early Bookkeeping and its Development into Accounting”, Business History
Review , Vol.３６.
３２）Ibid., pp.４５３～４５４.
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の段階では，簿記で得られたデータだけを利用して貸借対照表と損益計算書を
作成することができる。しかし，これでは正確な期間損益計算はできない。ど
の時代に簿記から会計へと変化していったかを決定することは困難であるが，
正確な期間損益計算のために，簿記で得られたデータに必要な修正を加えるこ
とが行われるようになっていったのではないかと思われる。この修正というこ
とが，Patonと Stevensonのいう一定期間の企業活動の資料を合理的な発生基
準（rational accrual basis）によって分類し解釈することであり，このことが会
計の役割であると考えることができる。と考えれば，実現主義についても同じ
ことがいえるのではなかろうか。
 むすびにかえて
簿記によって得られたデータを発生主義によって修正するということは，あ
る種の費用については簿記で得られた支出に関するデータを，期間損益計算に
適応するように修正することを意味する。例えば，保険料については，当該期
間の費用部分と次期の費用部分とに分けるのは発生主義による処理である。し
かし，全ての費用が発生主義によって修正されるものではなく，簿記のデータ
による費用がそのまま損益計算書に計上されるものもある。例えば，給料とか
通信費などの販売費・一般管理費の多くは，簿記処理において記帳されたもの
がそのまま修正されないで損益計算書の構成要素となるということは，発生主
義の考え方に合致していることを意味すると考えられる。しかしながら，この
ような費用の記帳処理そのものが発生主義の適用であるということを意味して
いるのではない。つまり，簿記のデータは，会計の認識基準によって，財務諸
表へ記載される資格の認定を受けているものと考えられ，資格を充たしている
ものはそのまま記載され，充たしていないものは修正を受けることになる。
実現主義についても簿記の処理によるデータについて資格の充足という点で
同様なことがいえるのではなかろうか。すなわち，財又は役務の提供の事実の
記録そのものが実現主義の適用であると考えるのではなく，簿記によって得ら
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れたデータは，実現主義の考え方に合致すると考えられるため，修正を受けず
に損益計算書に計上されることとなるということである。このように考えれ
ば，第一次大戦の前後に実現主義の考え方が現れたとされている以前に，財又
は役務の提供の事実を簿記で取り上げていることをもって，実現主義の考え方
がみられるというような主張は妥当性をもつことはできないということができ
る。というのは，実現主義の考え方は，発生主義会計の中で，損益法や取得原
価主義の背景のもとでみられるものである。この背景のないところでの販売事
実の記帳は，特定の会計的思考による指示というよりは，簿記のルールによる
記帳と考えるべきものだからである。Spragueや Hatfieldや Paton，Stevenson
の例をみることによって，簿記処理と会計基準との直接的な結びつきはなかっ
たことを明らかにしたが，そのようにして古くから行われてきた販売事実の記
帳が，実現主義の考え方と結びつきやすかったことは否めないであろう。しか
し，発生主義会計での費用の処理と同様に，期間損益計算のために，最後の段
階で，簿記の処理が期間損益計算の会計基準に合致しているかどうかというこ
とを収益について確認することが行われているのではなかろうか。
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